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旧川辺老人憩いの家　解体工事積算業務
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日　高　川　町

設  計  概  要

［今回］ ［前回］

・解体工事積算・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１式

    鉄骨造平屋建　199㎡



費             目 金             額 摘             要

円 前回請負額 円
工  事  費 円 変更請負額 円

円
本工事費 円

円
附帯工事費 円

円
測量及び試験費 円

円
用地費及び補償費 円

円
機械器具費 円

円
営繕費 円

円
円

円
工事雑費 円

日　高　川　町

工  事  総  括  表



    金      額     金      額 　　  工事価格 　  消費税相当額 　  　工事金額
事業費 業務価格

工事費 業務価格計

本工事費

附帯工事費

測量試験費

用地・補償工事費

（　　　　　　）

（　　　　　　）

（　　　　　　）

（　　　　　　）

（　　　　　　）

（　　　　　　）

（　　　　　　）

（　　　　　　）

日　高　川　町

総 括 情 報 表 ２



十二 1 類

A a × Ｓ a : × ＝

S：

b： ÷ ＝

１． A × × ＝ ＝

＝

２． A × × ＝

＝

３． A × × ＝

計 ＝

内　　　　　　　　　　訳　　　　　　　　　　書

・ 用途区分　－ 第

○実施設計

※ 設計業務人・時間 ＝ 別表1-1の係数 ・ 追加業務（積算） ＝ 人・時間

（②別表1-1で算出） 床面積の合計(m2)

別表1-1の係数 ・ 一般業務に係る業務人・日数 ＝ 人・日数

総　合 ＝ ・ その他追加業務（現地調査） 人・日数

・ その他追加業務（図面等の整理） 人・日数

構　造 ＝

計  人・日数

設　備 ＝

人・時間

工　　　　種 種　　　　　別 単　位 員　数 単　　価 金　　　　　額 摘　　　　要

旧川辺老人憩いの家　解体工事積算業務

直 接 費

直 接 人 件 費 人

直 接 費 計

間 接 費

諸 経 費

技 術 経 費

特 別 経 費 アスベスト調査　5検体 式

特 別 経 費

間 接 費 計

設 計 委 託 価 格

消 費 税 ×0.10

設 計 委 託 費 計



第１類（標準的なもの） 第２類（複雑な設計等を必要とするもの）

一　物流施設 　車庫、倉庫、立体駐車場等 　立体倉庫、物流ターミナル等

　化学工場、薬品工場、食品工場、

　特殊設備を付帯する工場等

三　運動施設 　体育館、武道館、スポーツジム等 　屋内プール、スタジアム等

四　業務施設 　事務所等 　銀行、本社ビル、庁舎等

五　商業施設 　店舗、料理店、スーパーマーケット等 　百貨店、ショッピングセンター、ショールーム等

六　共同住宅 　公営住宅、社宅、賃貸協同住宅、寄宿舎等 　－

七　教育施設 　幼稚園、小学校、中学校、工等学校等 　－

　大学（実験施設等を有するもの）、

　専門学校（実験施設等を有するもの）、

　研究所等

　ホテル（宴会場等を有するもの）、

　保養所等

十　医療施設 　病院、診療所等 　総合病院等

　保育所、老人ホーム、老人保健施設、

　リハビリセンター、多機能福祉施設等

　公民館、集会所、 　映画館、劇場、美術館、博物館、図書館

　コミュニティーセンター等 　研究所、警察署、消防署等

十三　戸建住宅（詳細設
　　　計及び構造計算を
　　　必要とするもの）

　戸建住宅 　－

十四　戸建住宅（詳細設
　　　計を必要とするも
　　　の）

　戸建住宅 　－

十五　その他の戸建住宅 　戸建住宅 　－

建築物の類型（告示別添二による建築物の類型）

告示第９８号（別添に）P12

　建築物の用途等
 建築物の類型

二　生産施設 　組立工場等

八　専門的教
　　育・研究
　　施設

　大学、専門学校等

九　宿泊施設 　ホテル、旅館等

十一　福祉・
      厚生施設

　－

十二　文化・交流・公益
　　　施設

（注）１　社寺、教会堂、茶室等の特殊な建築物及び複数の類型の混在する建築物は、本表には含まれない。
　　　２　第１類は、標準的な設計等の建築物が通常想定される用途を、第２類は、複雑な設計等が必要とされる建築物が通常想定される用
途を記載
　　　　　しているものであり、略算方法による算定にあたっては、設計等の内容に応じて適切な区分を適用すること。



総　合 構　造 設　備 設　備

係数 ａ ---- 

係数 ｂ ---- 

↑

※ 建築物の類型・建築物の用途等において、Ｓ＜○○m2となる。（別表1-1よりＳ＜○○m2を入力）

Ａ＝ ａ × Ｓ
b

Ａ： 業務人・時間数

Ｓ： 床面積の合計（ｍ
2
） Ｓ：

（RC-1）

(別表2-2より)

１． 総　合 Ａ＝ × 199.00ｍ2
0 × ＝

２． 構　造 Ａ＝ × 199.00ｍ2
0 × ＝

３． 設　備 Ａ＝ × 199.00ｍ2
0 × ＝

合　計 ＝ 用務人・時間数

別表１－１　建築物の類型による一般業務に係る標準業務人・時間数の算出に係る係数

官庁施設の設計業務等積算要領（別表1-1 令和6年改訂版）P10

一般業務に係る総人・時間数の算出に係る係数

設　　　　　計 工　事　監　理

総　合 構　造

---- ---- 

---- ---- 

199.00ｍ2 ←入力

建築物
の類型

建築物の
用途等

適用規模

十二 第1類 　150m
2
≦S≦10,000m

2



業務分野　

総合 適用 結果 構造 適用 結果 設備 適用 結果 総合 適用 結果 構造 適用 結果 設備 適用 結果

1 1

1 1

1 1

別表２－２　設計業務に関する業務細分率

官庁施設の設計業務等積算要領（別表2-2 令和6年改訂版）　P12

第　１　種 第　２　種

　　業務内容の項目

（1） 設計条
件等の整備

(ⅰ) 条件整理

(ⅱ) 設計条件の変更等の場合の協議

（2） 法令上の
諸条件の調査
及び関係機関
との打合せ

(ⅰ) 法令上の諸条件の調査

(ⅱ) 建築確認申請に係る関係機関と
　　の打合せ

（3） 上下水道、ガス、電力、通信等の供給状況の調
査及び関係機関との打合せ

（4） 基本設
計方針の策
定

(ⅰ) 総合検討

(ⅱ) 基本設計方針の策定及び建築主
　　への説明

（5） 基本設計図書の作成

（6） 概算工事費の検討

（7） 基本設計内容の建築主への説明等

（1） 要求の
確認

(ⅰ) 建築主の要求等の確認

(ⅱ) 設計条件の変更等の場合の協議

（2） 法令上の
諸条件の調査
及び関係機関
との打合せ

(ⅰ) 法令上の諸条件の調査

(ⅱ) 建築確認申請に係る関係機関と
　　の打合せ

（3） 実施設
計方針の策

定

(ⅰ) 総合検討

(ⅱ) 実施設計のための基本事項の確
　　認

(ⅲ) 実施設計方針の策定及び建築主
　　への説明

（4） 実施設
計図書の作
成

(ⅰ) 実施設計図書の作成

(ⅱ) 建築確認申請図書の作成

（5） 概算工事費の検討

（6） 実施設計内容の建築主への説明等

設計意図の
伝達に関す
る業務細分
率

（1） 設計意図を正確に伝えるための質疑応答、説
明
　　等
（2） 工事材料、設備機器等の選定に関する設計意
　　図の観点からの検討、助言等

計

基本設計に
関する業務
細分率

実施設計に
関する業務
細分率


